収　入　　　　 　　　労働審判手続申立書
印　紙
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成●年●月●日
●●地方裁判所民事部　御中
申立人　●●　　　　㊞

住   所   ●県●市
申　立　人　　　　●●　　　　
電話　●
FAX　●
住   所　　　　●県●市
相　手　方　　　 ●●株式会社
上記代表取締役　　　●●
賃金請求労働審判事件

審判を求める事項の価格　　●円
貼用印紙額　　●円
予納郵券　　 ●円
申立ての趣旨

１　相手方は、申立人に対し、金●円及びこれに対する平成●年●月●日から支払い済みまで年６分の割合による金員を払え 
２　相手方は、申立人に対して、金●円及びこれに対する本審判確定の日の翌日から支払い済みまで年５分の割合による金員を支払え
３ 申立費用は相手方の負担とする

との労働審判を求める。 

申立ての理由
1 当事者等
⑴　申立人は、平成●年●月●日、相手方の経理担当事務員として入社した。入社時に雇用契約書と就業規則を受領し、その説明を受けている（甲１、２）。 

申立人の給料は基本給●万円、職務手当て●万円、交通費●万円となっている（甲３）。

　⑵　相手方は、●●業を主な事業とする株式会社である。
２　労働時間、残業代の定めと残業代の支払い
⑴　相手方の所定労働時間は～となっている（甲２・就業規則●条）。
⑵　また、時間外労働においては、労働基準法と同様の方法による割増賃金の支払いが定められている(甲２・就業規則●条)。
⑶　しかし相手方は、時間外労働の割増賃金支払いを一切行っていない（甲３）。

３　就業時間の実績
⑴　時間管理の方法

 時間管理は、タイムカードで行われている（甲３）。
⑵　時間外労働の実績
申立人の時間外労働の実績は、タイムカードの時間を集計した別紙「残業代計算書」記載の通り、申立人は、ほぼ毎日●時間前後の残業を行っている。

４　割増賃金の計算

⑴　基礎賃金

ア　時間外労働における計算基礎となる賃金は～である。

イ　相手方の所定労働時間は…。就業規則の定めに従い、平均の月間所定労働時間を算出すると以下のようになる。

 　　まず、年間所定労働日数は●日である。そして、１日の所定労働時間は８時間なので、年間所定労働時間は●時間になる。これを１２で割ると、月間所定労働時間の年間平均は、●時間となる。

ウ　以上から、割増賃金算出の基礎賃金は、●円÷●時間＝●円となる。

⑵　割増賃金の計算

 　　前述のとおり、●年●月●日から●年●月●日までの申立人の時間外労働実績は●時間であるから、申立人に支払われるべき残業代は、別紙のとおり、●円となる。

5　交渉の経緯と付加金の請求

⑴　申立人は、入社以来、割増賃金が全く計算されていないことに疑問を抱き、上司である申立外●●に「どのようになっているのか」と質問をした。これに対し、●●は「みんなそうなんだ。仕方ない」などと述べた。

⑵　そこで申立人は、労働基準監督署に相談した。これに対して同署は、「そのような扱いは明らかに違法であろう」とのアドバイスを得たので、再度、●●に申し出を行った。すると
それでも●●は、「そんな要求をするほど君は業績をあげているのかね。私の責任まで問われる」などと言い、申立人の請求に一切応えなかった。

⑶　以上のように、相手方の対応は極めて悪質である。よって、本申立においては、未払い賃金に加え、労働基準法第１１４条に基づく付加金として同額の支払いを求める。
以　上
付　属　書　類
　　　　　　資格証明書　1通

証　拠　方　法

甲１　　　　雇用契約書
甲２　　　　就業規則

甲３　　　　平成●年●月●日付給与明細
甲４　　　　タイムカード
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